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2021年各種商品小売業(特定最賃)についての意見要旨 

 

１．事業所の名称                   意見発表者 

  株式会社天満屋                  役 職 人事・総務執行役員 

                           氏 名 槙野 博通 

２．経済情勢と今後の見通し 

 岡山県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあるものの、緩

やかに持ち直しつつあるとされている。また個人消費についても、一部に弱さが見られ

るものの、緩やかに持ち直しつつあるとされている。一方で、2021年 8月 27日から再

度緊急事態宣言の対象地域となるなど、依然として新型コロナウイルス感染症による経

済への影響は不透明な状況にある。 

新型コロナウイルスの感染拡大により人々の生活様式、消費行動は大きく変化した。

特に個人消費については、業種・業態によってその影響の大きさが異なっている。巣ご

もり需要の高まりから家電や食品スーパーは好調な反面、外出の減少や人流の抑制によ

り対面型サービス消費については、極めて深刻な状況が続いている。 

日本百貨店協会の発表によると、2021年 1月～6月までの岡山県下の百貨店売上高

は、前年実績は超えているものの、コロナ前と対比すると 80％に留まるなど状況は改善

しておらず、今後の見通しについても極めて不透明な状況にある。 

 

３．小売業の雇用情勢 

 直近 2021年 6月の岡山県の有効求人倍率は 1.45倍となり前月を超えた。6月の新規求

人倍率は 2.51と前月同水準であるものの、卸・小売業は 15ヵ月連続で前月を下回って

おり、引き続き厳しい雇用情勢を反映している。 

 

４．特定最賃の必要性 

 コロナ禍に関係なく、小売業における公正競争の観点から、各種商品小売業の枠組みは

大きな矛盾を含んでいると考える。仮に食品を販売している小売業を取り出してみて

も、百貨店・総合スーパー・食品スーパー・ドラッグストア・ホームセンター・コンビ

ニエンスストアなど様々な業種が販売を行っており、各種商品小売業とそれ以外で最低

賃金が違うことに妥当な理由は見当たらない。 

  全国では、「各種商品小売業」に「百貨店・総合スーパー」を加えると 29の府県が小

売業の特定最賃を持っているが、ここ数年の県最賃の大幅な引き上げにより優位性を失

い改定を行っていない。本年度は更にその傾向が進み、優位性を担保できる県は 5県程

度になると予測される。全国的に見ても各種商品小売業の特定最賃は役割を終えている

と考える。 

 

５．結論 

以上のことから、本年度各種商品小売業の改訂は「必要無し」と考える。また小売業に

おける公正競争の観点から、来年度以降も小売業における最低賃金は、県最賃の審議に

委ねることが妥当であると考える。 

以上 

 

   


